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研究要旨 

少子対策は、多角的な視点からの検討が必要であり、今年度も各分野の専門家によって構成さ

れた分担研究班を配して研究を実施した。すなわち、1)少子化の要因、2)社会環境の子育て実態、

3)少子対策の効果、4)少子対策の国際比較、等について検討した。特に、直接の多産につながる

対策とともに充実した育児支援対策の確立が少子問題の解消の重要な方策につながることはい

うまでもなく、地域特性のもとに、若年者が自らの将来を決定する傾向が強くなり、この自由さ

が婚姻等の人生設計を困難なものにしているとも考えられる。そして、男女共同参画のもとに充

実した子育てができる保育体制の充実、生活全般や情報提供等の多角的な公的、私的サービスの

確立、フレックスタイムのより有効な導入等労働条件の整備の必要性が強調された。また、国際

比較により総合的な子育て支援を国の政策の根幹に据えるポリシー・ミックスの確立が必要であ

る。 

 

分担研究者と分担研究課題 

阿藤誠(国立社会保障・人口問題研究所):晩婚

化・非婚化の要因をめぐる実証的研究 

浅子和美(一橋大学経済研究所):子育て支援策の

効果に関する研究 

高野陽(日本子ども家庭総合研究所):社会環境が

結婚・出産・育児に及ぼす影響について 

伊部英男(国際長寿センター):少子化対策に関す

る国際比較研究 

山中正和(連合総合生活開発研究所):少子社会に

対する企業及び労働組合の意識と対応に関する

調査研究 

 

A . 研究目的 

我が国の少子対策については、その緊急性とと

もに多角的な対策の確立が期待されている。特に、

充実した子育て支援対策の確立の必要性が求め

られている。本研究班では、学際的な研究を目的

として社会学、経済学、保健学、教育学的視点は

いうまでもなく、国際比較や企業や勤労の立場で

の対応を追究することを目的に三年目の研究を

行い、少子対策に向けての効果的提言を目指すこ

とにした。 

 

B . 研究方法 

各分担研究班の研究目的に対応して、それぞれ

に、アンケートまたは聴き取り調査、外国の研究

者との共同研究等の研究方法を採用した。すなわ

ち、1)阿藤班は地方出身者に対する聴き取り調査

やメディアの報道内容の分析によって少子化の

要因分析、2)浅子班はアンケート調査により父親

の育児参加状況や保育サービスについて経済学



的に実証的分析、3)高野班は保育所入所児童の保

護者や未婚男女に対するアンケート調査と各分

野の専門家による聴き取り調査を行って子育て

の実態分析、4)伊部班はフランスの研究者との共

同研究によりフランスの少子対策の分析に基づ

きわが国における対応の分析、5)山中班はアンケ

ート調査により家族観・育児観の分析、等をそれ

ぞれに実施した。 

 

C . 研究結果 

各分担研究班の平成 11 年度の研究成果の概略

を報告する。 

 

1.晩婚化・未婚化の要因をめぐる実証的研究(分

担研究者:阿藤誠) 

地方出身の大都会居住者の意識調査とUターン

現象とさらに I ターン現象の分析を行って、地域

移動のパターンから結婚についての要因分析を

行った。 

1)全体的傾向として、「最も大切な友人」ができ

た時期が結婚年齢によって違いがあり、結婚年齢

と友人関係の確立とが密接な関係が強いことを

認めている。20 代前半に結婚した人は高校時代に

友人ができており、20 後半に結婚した人は短大・

大学時代に友人を作っているのに対して、未婚の

人は10代後半から20代にかけて深い友人関係が

成立できないものが多くいる。 

2)I ターン現象についての文献的分析とともに、

面談による調査も実施している。報道されている

事例は、一種のブームのなかで真剣に覚悟を決め

た一握の人のみの行動であり、この現象が実際に

成立しないのは現在の日本のしくみの現れと解

析している。I ターン者の意識としては、地方生

活に若い時代から関心のある人は早くからその

ための進路を選択たくし、一旦都会に出た人でも

決断と実行は短時間の内に行われており、それに

対する周囲からの「圧力」は比較的少なく、自分

で自分の人生設計を決定する傾向がある。現代の

若年者は、自己の行動決定に対する意思は強く、

周囲の圧力の減少とその自由さが長期的視野に

立った婚姻等の人生設計の確立には困難さをも

たらしているとも考えられる。 

 

2.子育て支援策の効果に関する研究(分担研究

者:浅子和美) 

就学前の子どもをもつ保護者を対象としたア

ンケート調査「女性の就労と子育てに関する調

査」を実施し、その結果を社会学的、経済学的に

分析している。 

1)父親の育児参加については、少子時代の育児に

とって非常に大きな意義があり、特に、母親の心

身両面と育児機能面からも大きな支えとなって

いる。父親がよく育児参加をする場合、その妻(母

親)の育児不安の解消に有意に貢献しており、育

児参加がない場合には母親に直接の負担が余計

に育児不安の増強に作用する。母親の育児不安は、

母親の就労形態とは無関係であり、育児不安のは

子どもの年齢や数である傾向が強く、専業主婦の

方が育児不安が強い。父親の育児参加は、末子年

齢が低いほど、フルタイム勤務の母親の場合に、

母親の収入が家庭の収入に占める割合が大きい

ほど多いことを認めている。 

2)保育定員は保育利用と就労の向上にプラス面

に作用しており、さらに、自治体の保育サービス

の供給能力は母親の就労意思の決定に影響を与

えており、保育サービスの問題解決は育児と就労

の両面の問題解決に寄与するものといえる。子ど

もの年齢が小さいほど保育所利用の頻度が小さ

く、これは保育定員が少ないことや保育料が高い

ことも誘因であろうと考察している。今日の母親



は、単に、経済的理由だけで就業するとは限らな

いので、その母親の就労形態の多様性に見合う多

様化された保育サービスが実施されることも必

要であることも強調されている。 

 

3.社会環境が結婚・出産・育児に及ぼす影響に関

する研究(分担研究者:高野陽) 

前年度までの研究に基づき子育ての親のニー

ズを問い直し、子どもの健康な育ちの保障と親自

身の生活の充実に視点をおく研究を、全国規模の

保育園児の保護者に対するアンケート調査、小児

保健学、保健行政学、教育学、心理学、児童福祉

学的視点からの専門的方策の提言に関す各領域

の専門家に対する聴き取り調査、育児グループに

対する調査した。これらをまとめて報告する。 

直接育児負担解消の機能としての保育サービ

スの量的及び質的向上と病児の保育の施設の設

置の必要性が強調されているが、保育所を利用し

ているがための制約の緩和の調整も必要である

としている。育児以外の生活全般の利便性を向上

させる機能をもつサービス、育児力向上ためには

子どもの発育発達や健康に関する知識・情報提供

サービスの充実を求めており、子育て中の親を社

会も会社も大切にする配慮が不足し、学童に対す

る地域の理解も不足していることから、地域ぐる

みで支援する社会の構築の必要性、親個人に対す

る精神的サポート、夫婦や家族関係・人生設計の

問題解決等の多領域の専門的サポートなどの多

角的な支援方策の確立が期待されている。 

 

4.少子化対策に関する国際比較研究(分担研究

者:伊部英男) 

今年度はフランスに焦点をあて、同国の専門研

究者との間で、家族政策、税制、社会保障、雇用

などの総合的日仏比較を行った。 

1)社会システムのなかで女性の結婚・出産・育児 

に対する機会費用を高くしている仕組みを抜本

的に是正する。 

2)育児に係わる直接的コストのうち基本的部分

は社会全体で負担する。このためには「家族基金」

を創設する。 

3)国民生活に関して諸制度が特定の形を前提と

せず、できるだけ個人の選択を尊重する

Pro-choice 社会を目指す。これの NGO によるモニ

ターが必要である。 

以下の如き、日本における今日の深刻な少子化

問題を解決するための日本社会のあり方に関す

る理念を家族政策・税制・社会保障・雇用の各制

度に具体化する新しいアプローチが必要であり、

かつ実現可能な斬新的なポリシーミックス構想

を確立することが有効である。例えば、保険料や

扶養手当の負担や給付を個人単位での選択制に

すること、と育児休業期間中の所得保障の引き上

げ、家族基金の設立等をはじめとして、女性の結

婚や出産育児の障害を抜本的に是正できるよう

にする体制の確立が必要であると結論付けた。 

 

5.少子社会に対する企業及び労働組合の意識と

対応に関する調査研究(分担研究者:山中正和) 

少子化という家族・家庭の急速な変化がいかな

る実態にあるかをアンケート調査によって、家族

観・子ども観などについての意識調査によってま

とめた。子育て支援には経済的支援を最も多くの

ものが希望し、さらに保育環境の整備も強く要望

されている。また、職場に対しては退社時刻の定

刻化を求めており、子育て中の父母への上司や同

僚の配慮を望んでいる。 

 

D . 考察 

本研究は、開始当初から多角的な学際的研究班



編成によって実施してきた。今年度もその方針で

研究が進行されて、それぞれの成果をあげた。

個々の研究によって得られた事項によっては、全

てを一つの方向性にまとめことは困難であると

ともに、その必要性もなかろうと思われる。しか

し、この研究班に求められたことは、施策の策定

にいかに効果的な方策を提言できるかというこ

とであった。 

現代は、生まれた地域で一生を送ることや同じ

地域で長く住み着くことに周囲からも圧力がか

けられない状況にあり、情報化の進展により、か

ってのような地縁に基盤をおく地域社会の再構

築は必ずしも必要ではなかろう。若年者が各自の

意識のもとに生活設計の確立には産業と生活基

盤の確保と社会保障のなどの複雑な施策の統合

された体制が必要となり、ある程度の自由が許容

される地域つくりが基本的に必要になろう。 

現代の独身者のなかで、結婚に積極的な意識を

もつものでは、配偶者や親を大切にし、親の生き

方や価値観を肯定的に受け止める傾向も認めら

れることから、そのような意識が家庭や地域で育

成される状態の確立が必要であるのではなかろ

うか。今日は、男女共同参加のもとに、雇用関係

や家族内での差別感がなく、男女が気持ちよく共

生できる社会を基盤とする価値規範に支えられ

た社会の確立が望まれる。 

家族支援は、直接的家庭支援も必要ではあるが、

それぞれの親に対する個別的な支援も不可欠な

条件となろう。多様性のある保育サービスの確立

等の多角的な子育て支援対策の確立を図ること

の重要性はいうまでもなく、子どもが健康で安全

な生活の保障のもとに、保育や個人の生活支援な

どの基本的サービスの確立などの公的・私的サー

ビスの充実をはじめとして、家族関係の問題解決

等のきめ細かな個人的サービスの確立が期待さ

れる。 

行政施策の方策としては、男女共同参画社会の

形成を基盤とし、総合的・有機的な政策群(ポリ

シー・ミックス)を構築することによって初めて

継続的な有効な効果が期待できることに研究班

の成果を集約できるものと考える。 

 

E . 結論 

少子対策は、すべてが多産多子に直ちにつなが

るものばかりではないと考える。また、行政がす

べての内容を解決するように作用すべきもので

はないことが、これまでの研究を通して把握でき

たことである。長期的視野にたって、施策の根幹

に「税制、社会保険、雇用等において不公平さを

除去したフェアであること」を据えて、硬軟取り

混ぜた対策を地域特性に応じ展開できるように

する総合的ポリシー・ミックスの実施に結びつけ

ることができる方策の確立が望まれるところで

あろう。 


